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ご紹介 

 株式会社システムコンサルタント 

 1968年設立 ⇒ お陰様で50周年を迎えます 

 SIソリューションの御提供、データベース診断／チューニング／マイグレーション、 

BIツールの御提供、グローバルビジネスのご支援 等をおこなっている 

 PKI に関しては、子会社の 日本電子公証機構 で取り組んでいた 

日本電子公証機構は、iPROVE という 「認定認証事業」 を運営している 

  ⇒ 電子署名、タイムスタンプとは長年に渡り、関わってきている 

 公的個人認証サービスにおける総務大臣認定は、2016年に取得 

  ⇒ プラットフォーム事業者として認定いただいている 

 



１. 
 総務大臣認定取得について 



１.総務大臣認定取得について 

① インフラとしてパブリッククラウドはつかえない 

 
『このサーバです』 と物理的に存在しているサーバを 

指し示す必要がある 

 

『このデータセンターにあるサーバのどれかです』は NG 



１.総務大臣認定取得について 

② 時間がかかる 

 総務省に提出する調査票 ⇒ 約 70項目 

提出 ➡ チェック ➡ 修正 を繰り返す 



１.総務大臣認定取得について 

③ 提出資料が膨大 

なんだかんだで 20～30種類 の書類を提出 



２. 
 認定範囲から出してはいけないもの 



２.認定範囲から出してはいけないもの 

出典：総務省 公的個人認証サービス利用のための民間事業者向けガイドライン 

OCSPレスポンダ 

CRL 

電子証明書にシリアル番号が 

含まれているので 

結局外には出せない 



３. 
 マイナンバーカード対応の 
 ICカードリーダー・ライターが必要 



３.マイナンバーカード対応のICカードリーダー・ライターが必要 

三菱東京UFJ銀行様は 

無償で提供 

出典：J-LIS マイナンバーカードに対応したＩＣカードリーダライタの一覧表 



４. 
 電子署名には、６桁～１６桁のパスワードが 
 必要 



４.電子署名には、６桁～１６桁のパスワードが必要 

出典：マイナンバーカード総合サイト https://www.kojinbango-card.go.jp/uketori/ 



４.電子署名には、６桁～１６桁のパスワードが必要 

J-LIS提供の 「利用者クライアントソフト」 が必要 



５. 
 J-LISから失効情報をゲット 



５.J-LISから失効情報をゲット 

出典：総務省 公的個人認証サービス利用のための民間事業者向けガイドライン 

詳細については機密情報のため、お話できません。。。スミマセン(^_^;) 

ですが、機密保持契約を締結すれば公開してくれますので、皆さんも是非！ 



６. 
 犯収法上の本人確認 



６.犯収法上の本人確認 

完全非対面でOK。 且つ 転送不要郵便 等が不要。 

➡ 「署名用電子証明書で電子署名が行われた特定取引等に 

  関する情報の送信を受ける」 だけでOK 



７. 
 今回は、メリットが色々あった 



７.今回は、メリットが色々あった 

出典：e-Tax サイト http://www.e-tax.nta.go.jp/chuijiko/e-ta.htm 

マイナンバーカードとICカードリーダーがあれば、住宅ローン控除をうけるために必要な 

確定申告がオンラインで出来るようになる 



７.今回は、メリットが色々あった 

出典：国税庁 No.7140 印紙税額の一覧表（その1）第1号文書から第4号文書まで 

     https://www.nta.go.jp/taxanswer/inshi/7140.htm 

紙の契約書だと必要になる『印紙税』が不要になる 

  ⇒ 5千万以下だと２万円、5千～1億だと６万円 



７.今回は、メリットが色々あった 

出典：千葉市 コンビニ交付リーフレット 

『住民票の写し』 や 『印鑑登録証明書』 をコンビニで取得できるようになる 

   ⇒ 平日にわざわざ休みをとって役所にいく必要がない 



８. 
 まとめ 



８.まとめ 

 まだ、普及率が低く、持っていない人のほうが多いので、 

  マイナンバーカードを利用するとこういうメリットがあります！ 

というものが必要 

 Android端末でマイナンバーカードが読み取れるようになったので、ICカードリーダーの壁は 

すこし低くなったかな？ 

  ⇒ iOS端末が対応すればかなりのユーザーがカードを読み取れるようになる。 

 公的個人認証サービスの総務大臣認定取得はなかなか大変なので、 

プラットフォーム事業者を利用したほうが手早く、かつ低リスクでサービスや機能を 

提供することができる 

 

マイナンバーカードの普及率をアップさせられるような、 

魅力的なサービス、機能を提供していくことが大事 

 


